
 
 

様式第1 

 

開 示 資 料 提 供 申 込 書 兼 確 約 書 

 

令和  年  月  日 
愛知県知事 大村 秀章  殿 

 
住 所 
名称及び代表者名 
担当者 
担当部署 
電話番号 

 

 

令和8年12 月24 日執行の県有財産の一般競争入札（以下「本入札」という。」）への参加に係る検討を目

的（以下「本件目的」という。）として、貴県から開示される情報について提供を受けることを希望します。 

情報の提供を受けるに当たっては、以下の事項を遵守することを確約します。 

 

第1条（情報の定義） 

本書において、提供を受ける情報とは、口頭、書面、電子媒体(DVD－R、電子メール等)その他の開示方法

を問わず、貴県が当社に開示する本入札に係る一切の情報とします。 

 

第2条（対象外の情報） 

前条の定めにかかわらず、次の情報については、当社は本書に定める義務を負わないものとします。 

(1) 貴県より開示を受けた時点で、既に公知であった情報 

(2) 貴県より開示を受けた後に、当社の責によらず公知となった情報 

 

第3条（情報の使用目的） 

本書における情報を本件目的のためにのみ使用するものとし、他の目的に使用しないことに同意します。 

 

第4条（情報の開示対象） 

1 貴県の事前の書面による承諾なくして、情報をいかなる第三者に対しても開示または漏えいせず、秘密

として保持するものとします。 

2 前項にかかわらず、次に掲げる場合には当社は情報を開示できるものとします。ただし、当社はこれら

の開示先に対して、前項に定めるものと同等の秘密保持義務を負わせるものとします。また、(3)の場合

は、貴県の求めに応じて、開示先たる第三者について報告するものとします。 

(1) 本件目的のために開示が必要であると認められる当社の取締役、監査役、執行役員、従業員。 

(2) 弁護士、公認会計士、税理士、司法書士、不動産鑑定士その他の専門家に対して、相談をする必要

がある場合。 

(3) 本件目的のために投資家及び投資家の債権者に対して開示する必要がある場合。 

3 当社は、官公庁、裁判所、捜査当局、その他の公的機関等から法令若しくは規則またはそれらに基づく

決定、命令、指示等に基づいて、開示を求められた場合、これらの機関等に対して情報を開示できるもの

とします。この場合には、事前又は事後遅滞なく、開示の事実等を貴県に通知します。 
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4 当社は、貴県から提供を受けた情報に記載されている者又は当該情報から特定し得る第三者に対し、本

件目的のためであるか否かを問わず、貴県の事前の書面による承諾なく、直接連絡し、面談を申し入れ、

照会し、又はその他一切の接触を行わないものとします。 

 

第5条（善管注意義務） 

当社は、善良なる管理者の注意をもって、情報が本書に反して開示・漏えいされないように措置を講じ

るものとします。 

 

第6条（情報の返還・破棄） 

当社は、貴県から請求のあったとき及び本書が失効したときは、貴県の指示に従い速やかに情報及びそ

の複製・コピー等を返還または破棄します。 

 

第7条（損害賠償） 

当社及び当社が情報を開示した第三者が故意又は過失により本書の各条項に違反し、これに起因して貴

県に損害を与えた場合には、当社はその一切の損害を賠償する責を負います。 

 

第8条（有効期間） 

本書の有効期間は、本書確約日から1年間とします。ただし、本書失効後も、第6条及び第13条を除き

有効に存続するものとします。 

 

第9条（情報の内容） 

当社は、貴県が情報の内容の正確性、真正性及び完全性について何等の保証を行うものではないことを

了承します。 

 

第10条（個人情報保護） 

1 当社は、貴県から開示を受けた情報に愛知県個人情報保護条例（平成16年愛知県条例第66条）第2条

第2号に規定する個人情報（以下「個人情報」という。）が含まれる場合、個人情報の安全管理を図る規

定を定めていることを表明します。 

2 貴県は、個人情報の安全管理を図るため、当社に対する立入検査、書類提出等必要な監督措置を採るこ

とができます。 

 

第11条（準拠法） 

本書は、日本法を準拠法とし、日本法に従って解釈されるものとします。 

 

第12条（管轄裁判所） 

本書に関して生じた紛争については、名古屋地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とするものと

します。 

 

第13条（協議） 

本書に定めのない事項、あるいは本書に関し疑義が生じた事項については、貴県と誠意をもって協議の

上、解決を図るものとします。 
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様式第２ 

現地説明会参加申込書 

 

令和    年    月    日 

愛 知 県 知 事 殿 

 

申込人 住    所  

氏名又は名称  

（担当者名）                  

（電話番号）＜    ＞  －     

（メ ー ル）  

 

 

以下の県有財産の一般競争入札に係る現地説明会に参加したいので申し込みます。 

 

 

 ○ 次のアンケートへのご回答について、ご協力をお願いいたします。 

所在及び地番 場所 日時 

瀬戸市上之山町二丁目184番1外3筆 物件現地 11 月 9 日（月）午後 1 時 30 分から 

アンケート 
（記入は任意です。） 

 
該当のものを○印で 
囲んでください。 

この入札を何でお知りになりましたか？（複数回答可） 

・現地でのノボリ・看板等 

・インターネット（愛知県ホームページ） 

・インターネット（アットホームのホームページ） 

・インターネット（宅建業協会のホームページ） 

・登録制度のメール配信 

・チラシ（市役所、県民相談室等で入手） 

・チラシ（アットホームが配布したもの） 

・広報あいち（新聞掲載） 

・その他（具体的に               ） 

※代表の方お一人のみ記入して下さい。 
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様式第３（その１） 

県有財産一般競争入札参加申込書 

 

令和    年    月    日 

愛 知 県 知 事 殿 

 

申込人 住    所 

氏名又は名称 

及び代表者名                   

（電話番号）＜    ＞  －     

 

代理人 住    所 

氏名又は名称 

及び代表者名                   

（電話番号）＜    ＞  －     

 

担当者連絡先 

部署名  氏名  

電話  FAX  

e-mail    

 

以下の県有財産の一般競争入札に参加したいので、入札参加を申し込みます。 

記 

(注)１ 複数による入札（共有）を希望する場合は、持分割合を明記すること。 

(注)２ 申込人が法人の場合は法人の登記簿謄本（現在事項証明書）、個人及びその他の団体の場 

合には住民票の写し（個人番号（マイナンバー）の記載の無いもの）を添付すること。 

(注)３ 様式第３（その２）を併せて提出すること。 

４ 愛知県警察本部長に申込人の氏名その他申請書に記載されている情報を提供し、意見を求 

めることがある。 

 

 

 

所在及び地番 
土地 

地目 実測面積 

瀬戸市上之山町二丁目184番1外3筆 宅地 26,927.88㎡ 
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様式第３（その２） 

申 込 人 情 報 
 
【個人の場合】 

氏  名 ふりがな 性別 生年月日 
    

 
【法人その他の団体の場合】 

（ふりがな） 
商号又は名称 

（                                 ） 
 

所 在 地  
 

役 員 等 に 関 す る 事 項 

役職名 
（ふりがな） 
氏   名 

性別 生年月日 住   所 

 
 

（       ）    

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

（注） 役員等に関する事項は、監査役、監事等を含む役員をすべて記載すること。 
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様式第４ 

 

委    任    状 
 

代理人  住 所 

 

氏 名              

 

 

私は、上記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。 

 
記 

 
 

次の県有財産の一般競争入札に関する一切の権限 

 

  

 

令和    年    月    日 

 

愛 知 県 知 事  殿 

 

委任者 

住    所 

氏名又は名称 

及び代表者名                

（電話番号）＜    ＞  －     

 

所在及び地番 
土地 

地目 実測面積 

瀬戸市上之山町二丁目 184 番 1 外 3 筆 宅地 26,927.88 ㎡ 
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様式第５ 

 

 

誓  約  書 

 

令和  年  月  日 

 

愛 知 県 知 事  殿 

 

 

氏名又は名称 

及び代表者名              

 

 

下記事項について、誓約いたします。 

 これらが、事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して貴県が行う一切の措

置について異議の申立てを行いません。 

 

記 

 

１ 現在、地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しておりません。 

 

２ 過去３年間、地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定に該当したことはあ

りません。 

 

３ 個人の場合 

暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員の利益となる活動を行う者ではありません。 

 

法人の場合 

役員が、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員の利益となる活動を行う者ではありません。 

72



様式第６ 

入  札  書 

令和  年  月  日 
 

愛 知 県 知 事  殿 
 

申込人 住    所 

氏名又は名称 

及び代表者名                   

（電話番号）＜    ＞  －     

代理人 住    所 

氏名又は名称 

及び代表者名                   

（電話番号）＜    ＞  －     

 

下記の金額をもって入札します。 

記 

 

入札金額 

 拾億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 壱   

 
 

          
円 

 

 
入札保証金額  

         
円 

 

 

 (注) １ 金額の数字は算用数字を用い、頭に「金」の文字を記入すること。 

(注) ２ 複数による入札（共有）を希望する場合は、持分割合を明記すること。 

 （入札参加申込書への記載と同一とする。） 

所在及び地番 
土地 

地目 実測面積 

瀬戸市上之山町二丁目184番 1外 3筆 宅地 26,927.88㎡ 
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様式第２ 

 

現地説明会参加申込書 

 

令和    年    月    日 

愛 知 県 知 事 殿 

 

申込人 住    所  

氏名又は名称  

（担当者名）                  

（電話番号）＜    ＞  －     

（メ ー ル）  

 

 

以下の県有財産の一般競争入札に係る現地説明会に参加したいので申し込みます。 

 

○ 次のアンケートへのご回答について、ご協力をお願いいたします。 

 

所在及び地番 場所 日時 

瀬戸市上之山町二丁目184番 1外 3筆 物件現地 11 月 9 日（月）午後 1 時 30 分から 

法人名（個人で参加する場合は個人名）を記

載し、法人の場合は当日参加する担当者名及

び連絡先を合わせて記入してください。 

記 入 例 

R8.10.20～R8.11.6までの日付 

アンケート 
（記入は任意です。） 

 
該当のものを○印で 
囲んでください。 

この入札を何でお知りになりましたか？（複数回答可） 

・現地でのノボリ・看板等 

・インターネット（愛知県ホームページ） 

・インターネット（アットホームのホームページ） 

・インターネット（宅建業協会のホームページ） 

・登録制度のメール配信 

・チラシ（市役所、県民相談室等で入手） 

・チラシ（アットホームが配布したもの） 

・広報あいち（新聞掲載） 

・その他（具体的に               ） 

※代表の方お一人のみ記入して下さい。 該当するものに○を付けてください。

【複数選択可】その他の場合は、その

内容を記入してください。 
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様式第３（その１） 

 

県有財産一般競争入札参加申込書 

令和    年    月    日 

愛 知 県 知 事  殿 

 

申込人 住    所  ○○市○○町○丁目○番地 

氏名又は名称  株式会社 ○○ 

及び代表者名  代表取締役 ○○ ○○  

（電話番号）＜○○○○＞ ○○ －○○○○ 

 

 

 

 

代理人 住    所 

氏名又は名称 

及び代表者名 

（電話番号） 

担当者連絡先 

部署名  氏名  

電話  FAX  

e-mail    

 

以下の県有財産の一般競争入札に参加したいので、入札参加を申し込みます。 

記 

 (注)１ 複数による入札（共有）を希望する場合は、持分割合を明記すること。 

２ 申込人が法人の場合は法人の登記簿謄本（現在事項証明書）、個人及びその他の団体 

の場合には住民票の写し（個人番号（マイナンバー）の記載の無いもの）を添付すること。 

(注) ３ 様式第３（その２）を併せて提出すること。 

(注) ４ 愛知県警察本部長に申込人の氏名その他申請書に記載されている情報を提供し、 

意見を求めることがある。 

 

 

所在及び地番 
土地 

地目 実測面積 

瀬戸市上之山町二丁目 184 番 1外 3筆 宅地 26,927.88 ㎡ 

R8.10.20～R8.11.20までの日付 

法人の登記簿謄本（現在事項

全部証明書）、住民票と一致し

ているか 

電話番号が記入されているか 

【代理入札を希望する場合】 

代理人欄の内容と委任状（様式第４）の

記載内容が一致しているか 

なお、代理人とは、委任者から入札権限

を委任されている者であり、入札権限を

委任されていない担当者等ではない 

【共有の場合の記入方法】 

申込人 住    所 ○○市○○町○丁目○番地  □□市□町□丁目□番地 
         氏名又は名称 （持分１/２）      （持分１/２） 
         及び代表者名   ○○ ○○         □□ □□ 

        （電話番号）＜○○○○＞ ○○ －○○○○ ＜□□□＞□□□－□□□□ 

 

75



様式第３（その２） 

申 込 人 情 報 
 
【個人の場合】 

氏  名 ふりがな 性別 生年月日 

○○ ○○ ××× ××× 男 昭和○○年○月○日 

 
【法人その他の団体の場合】 

（ふりがな） 
商号又は名称 

（     ××） 

株式会社 ○○ 

所 在 地 ○○市○○町○丁目○番地 

役 員 等 に 関 す る 事 項 

役職名 
（ふりがな） 
氏   名 

性別 生年月日 住   所 

代表取締役 （××× ××× ）

○○ ○○ 
男 昭和○○年 

 ○月○日 

○○市○○町○－○－○ 

取締役 （××× ××× ） 

 ○○ ○○ 
女 昭和○○年 

 ○月○日 

○○市○○町○－○－○ 

取締役 （××× ××× ） 

 ○○ ○○ 
男 昭和○○年 

 ○月○日 

○○市○○町○－○－○ 

監査役 （××× ××× ） 

 ○○ ○○ 
女 昭和○○年 

 ○月○日 

○○市○○町○－○－○ 

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

 （        ） 
 

   

（注） 役員等に関する事項は、監査役、監事等を含む役員をすべて記載すること。 
 

 

 

 

法人の登記簿謄本（現在事項全

部証明書）と一致しているか 

法人の登記簿謄本（現在事項全部証明書）に記

載されている役員（監査役、監事等を含む。）

をすべて記載されているか 

（退任者は記載不要です） 

ふりがなが記入されているか 

生年月日が記入されているか 

法人の登記簿謄本（現在事項全部

証明書）と一致しているか 

住民票の写しと一致しているか 住民票の写しと一致しているか 住民票の写しと一致しているか 住民票の写しと一致しているか 

ふりがなが記入されているか 
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様式第４ 

 

委    任    状 

 

代理人  △△市△△町△丁目△番地 

 

氏  名  △△ △△   

 

 

私は、上記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。 

 

記 

次の県有財産の一般競争入札に関する一切の権限 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

愛 知 県 知 事  殿 

 

委任者 

住    所 ○○市○○町○丁目○番地 

氏名又は名称 株式会社 ○○ 

及び代表者名 代表取締役 ○○ ○○   

（電話番号）＜○○○○＞ ○○ －○○○○

所在及び地番 
土地 

地目 実測面積 

瀬戸市上之山町二丁目 184 番 1 外 3 筆 宅地 26,927.88 ㎡ 

申込書の日付と一致させる 

様式第３（その１）の 

申込人と一致しているか 

 

様式第３（その１）と 

一致しているか 

 

77



 

様式第５ 

 

誓  約  書 
 

令和    年    月    日 

 

愛 知 県 知 事  殿 

 

 

氏名又は名称  株式会社 ○○ 

及び代表者名  代表取締役 ○○ ○○  

 

 

 

 

 

 

  下記事項について、誓約いたします。 

 これらが、事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して貴県が行う一切の措

置について異議の申立てを行いません。 

 

記 

 

１ 現在、地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しておりません。 

 

２ 過去３年間、地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定に該当したことはあ

りません。 

 

３ 個人の場合 

暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員の利益となる活動を行う者ではありません。 

 

法人の場合 

役員が、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員の利益となる活動を行う者ではありません。

【複数名による入札の場合】 

（持分１/２）    （持分１/２） 
○○ ○○      □□ □□ 

申込書の日付と一致させる 

様式第３（その１）の 

申込人と一致しているか 

78



 

様式第６ 

入  札  書 
令和  年  月  日 

愛 知 県 知 事 殿 

申込人 住    所  ○○市○○町○丁目○番地 

氏名又は名称  株式会社 ○○ 

及び代表者名  代表取締役 ○○ ○○  

（電話番号）＜○○○○＞ ○○ －○○○○ 

 

代理人 住    所△△市△△町△丁目△番地 
氏名又は名称 

及び代表者名 △△ △△   

（電話番号）＜△△△＞△△△－△△△△ 
下記の金額をもって入札します。 

記 

 

入札金額 

 拾億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 壱   

 
  金 ● ● ● ● ● ● ● ● 円 

 

 
入札保証金額  

 
金 ● ● ● ● ● ● ● 円 

 

 

(注) １ 金額の数字は算用数字を用い、頭に「金」の文字を記入すること。 

(   ２ 複数による入札（共有）を希望する場合は、持分割合を明記すること。 

       （入札参加申込書への記載と同一とする。） 

 
 
 
 
  

 

所在及び地番 
土地 

地目 実測面積 

瀬戸市上之山町二丁目 184 番 1 外 3 筆 宅地 26,927.88 ㎡ 

電話番号が記入されているか 

予定価格以上の額か 

かつ入札保証金の 20 倍以内の額か 

様式第３（その１）県有財産一般競争

入札参加申込書と一致しているか 

 

R8.12.9～R8.12.15 の間の日付 

入札書は１物件につき１枚作成し、封筒に入れ、封緘してください。 

【封筒の作成例】 
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※本件売買は、愛知県議会の議決が必要となりますので、議決までの間、仮契約を締結

します。 
 

県有財産売買仮契約書 ( 案 ) 
 

 

 売渡人愛知県（以下「甲」という。）と買受人 〔※ 落札者名 〕（以下「乙」とい

う。）とは、次の条項により県有財産の売買仮契約を締結する。 

なお、この契約について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和３９年愛知県条例第２９号）第３条の規定に基づく愛知県議会の議決（以下「議

決」といい、この契約に係る議案の可決を内容とする議決を指す。）を受け、かつ、本契約

書第４条に規定する契約保証金を納付したときは、これを本契約とみなす。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲、乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

 

（売買物件） 

第２条 甲は、次に表示する物件を次条の売買代金で乙に売り渡し、乙は、これを買い受け

るものとする。 

区分 所在 地番 地目 
登記面積

（㎡） 

実測面積

（㎡） 
主要現況等 

土地 
瀬戸市上之山町
二丁目 

181番 

宅地 

7.69 7.69 
別紙「資料一覧」のと

おりであるが、現況と

異なる場合には現況を

優先する。 

182番1 442.12 442.12 

183番 104.48 104.48 

184番1 26,373.59 26,373.59 

２ 前項に定める数量は、別添図面等資料による数量であり、乙は、本数量をもって契約数

量とすることを了承するものとする。 

３ 乙は、第１項表中の地番欄のうち、182番1及び183番に区分地上権が設定されているこ

とを了承するものとする。 

 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金 〔※ 落札金額 〕 円とする。 

 

（契約保証金） 

第４条 乙は、議決後、直ちに、契約保証金として金〔※ 落札金額の１割以上〕円を甲に

納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金は、第２０条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

３ 第１項の契約保証金には、利子を付さない。 

４ 甲は、乙が第５条第２項に定める義務を履行したときは、第１項に定める契約保証金を

売買代金に充当するものとする。 

ただし、契約保証金が、現金又は銀行等が振り出し、若しくは支払保証をした小切手に

より納付された場合に限る。 

５ 乙が第５条第２項に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契約保証金は、甲

に帰属するものとする。 

  収  入 

  印  紙 
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（売買代金の納入方法)  

第５条 売買代金の納期限は、議決の日から１５日以内とする。 

２ 乙は、前項の納期限までに売買代金から乙が既に納付した契約保証金（現金又は銀行等

が振り出し、若しくは支払保証をした小切手により納付された場合に限る。）を除く金額

を、甲の発行する納入通知書により、甲の指定する場所に納入しなければならない。 

 

（所有権の移転） 

第６条 売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したときに乙に移転するものとする。 

 

（登記の嘱託） 

第７条 前条の規定により所有権が移転した後、乙は、甲に対し所有権移転登記の嘱託を請

求し、甲はその請求により遅滞なく所轄法務局に所有権移転登記を嘱託するものとする。 

 

（売買物件の引渡し） 

第８条 甲、乙両者は、売買物件の所有権が乙に移転した後、甲、乙両者が定める日に売買

物件の所在する場所において甲、乙立会の上、現況有姿で引渡しを行い、受渡証書を相互

に取り交わすものとする。 

 

（危険負担） 

第９条 仮契約締結の時から前条の規定により売買物件を乙に引き渡すまでの間において、

当該物件が天災地変その他の甲又は乙のいずれの責に帰することのできない事由により滅

失又は損傷し、修補が不能又は修補に過大な費用を要し、本契約の履行が不可能となった

ときは、甲乙双方書面により通知して、本契約の解除を請求することができる。また、乙

は、本契約が解除されるまでの間、売買代金の支払いを拒むことができる。 

２ 甲は、売買物件の引渡し前に、前項の事由によって当該物件が損傷した場合であって

も、修補することにより本契約の履行が可能であるときは、甲は、売買物件を修補して乙

に引き渡すことができるものとする。この場合、修補行為によって引渡しが本契約に定め

る引渡しの時を超えても、乙は、甲に対し、その引渡しの延期について異議を述べること

はできない。 

３ 第１項の請求により、本契約が解除された場合、甲は、乙に対し、受領済みの金員を無

利息で速やかに返還するものとする。 

 

（契約不適合） 

第10条 乙は、売却物件に第２条第１項表中の主要現況等欄に記載の事項が存することを確

認する。 

２ 乙は、仮契約締結後、売買物件が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない

もの（以下「契約不適合」という。）であるときに、当該契約不適合を理由として、履行

の追完請求、代金減額請求、損害賠償請求又は本契約解除をすることができない。 

３ 乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に定める消費者に該当する

場合には、前項の規定にかかわらず、履行の追完請求又は不適合の程度に応じた代金の減

額請求をすることができる。ただし、売買代金を超える履行の追完請求をすることはでき

ない。 

４ 前項の請求は、売買物件の引渡しの日から２年以内に売買物件が契約不適合の旨を甲に

通知した場合に限り行うことができる。 

 

（使用等の禁止） 

第11条 乙は、議決の日から１０年間、売買物件を次の各号に定める用に供し、又はこれら

の用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し、若しくは売買物件を第三者
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に貸してはならない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団の事務所その他これに類するもの 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これら

に類する業 

 

（実地調査等） 

第12条 甲は、前条に定める使用等の禁止に関し、必要があると認めるときは、乙に対し、

物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 乙は、甲から要求があるときは、売買物件の利用状況等を直ちに甲に報告しなければな

らない。 

３ 乙は、正当な理由なく前２項に定める調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は報告若

しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

（違約金） 

第13条 乙は、第１１条に定める義務に違反したときは、契約金額の１０分の３に相当する

額を、違約金として甲に対し支払わなければならない。 

２ 乙は、前条第３項に定める義務に違反して調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は報

告若しくは資料の提出を怠ったときは、契約金額の１０分の１に相当する額を、違約金と

して甲に対し支払わなければならない。 

３ 前２項の違約金は、第２０条に定める損害賠償に係る損害賠償額の予定又はその一部と

解釈しない。 

 

（契約の解除） 

第14条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、この契約を解除することが

できる。 

 

（談合その他不正行為に係る解除） 

第15条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除

することができるものとし、このため乙に損害が生じても、甲は、その責を負わないもの

とする。 

(1) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第７条第１

項若しくは第２項（第８条の２第２項及び第２０条第２項において準用する場合を含

む。）、第８条の２第１項若しくは第３項、第１７条の２又は第２０条第１項の規定に

よる命令（以下｢排除措置命令｣という。）を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして独占禁止法第７条の２第１項（第

８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）及び第７条の９第１項の規定によ

る課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したと

き（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場

合を含む。）。 

(3) 公正取引委員会が、乙に独占的状態があったとして独占禁止法第８条の４第１項の

規定による命令（以下｢競争回復措置命令｣という。）を行い、当該競争回復措置命令が

確定したとき。  

(4) 乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年法律第４５

号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規
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定する刑が確定したとき。  

(5) 乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法第１９８条の規定による

刑が確定したとき。 

２ 乙が共同企業体である場合における前項の規定については、その代表者又は構成員が同

項各号のいずれかに該当した場合に適用する。 

 

（談合その他不正行為に係る賠償金の支払い） 

第16条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除するか否かに

かかわらず、賠償金として、契約金額の１０分の２に相当する額を甲が指定する期限まで

に支払わなければならない。乙が契約を履行した後も同様とする。ただし、前条第１項第

１号から第３号までのうち、排除措置命令、納付命令又は競争回復措置命令の対象となる

行為が、独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正

取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売である場合その他甲が特に認める場

合は、この限りでない。 

２ 乙は、前条第１項第４号に該当し、かつ、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当した

ときは、前項の規定にかかわらず、契約金額の１０分の３に相当する額を支払わなければ

ならない。 

(1) 前条第１項第２号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第７条の３の

規定の適用があるとき。 

(2) 前条第１項第４号に規定する刑に係る確定判決において、乙が違反行為の首謀者で

あることが明らかになったとき。 

(3) 乙が甲に談合その他の不正行為を行っていない旨の誓約書を提出しているとき。 

３ 前２項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の

額を超える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償を請求することができる。 

４ 前各項の場合において、乙が共同企業体であるときは、代表者又は構成員は、賠償金を

連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に共同企業体を解散しているときは、代表

者であった者又は構成員であった者についても、同様とする。 

 

（暴力団等排除に係る解除） 

第17条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができ

る。 

 (1) 法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあっては

非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者その他経営又は運営に実質的に関

与している者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及

び理事等その他経営又は運営に実質的に関与している者、個人にあってはその者及び

支店又は営業所を代表する者その他経営又は運営に実質的に関与している者をいう。

以下同じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」と

いう。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を

行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると認められるとき。 

 (2) 法人等の役員等又は使用人が、暴力団員若しくは暴力団関係者（以下「暴力団員

等」という。）若しくは暴力団の威力又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関

与している法人等を利用するなどしていると認められるとき。 

 (3) 法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若

しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 
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 (4) 法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

 (5) 法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知

りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。 

２  甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲の損害の賠

償を乙に請求することができる。  

３  甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、その

責を負わないものとする。  

 

（妨害等に対する報告義務等） 

第18条 乙は、契約の履行に当たって、妨害（不法な行為等で、業務履行の障害となるもの

をいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益が

ないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程度が社会的に正

当なものと認められないものをいう。）（以下「妨害等」という。）を受けた場合は、速や

かに甲に報告するとともに警察へ被害届を提出しなければならない。 

２ 乙が妨害等を受けたにもかかわらず、前項の甲への報告又は被害届の提出を怠ったと認

められる場合は、指名停止措置又は競争入札による契約若しくは随意契約において契約の

相手方としない措置を講じることがある。 

 

（原状回復及び返還金等） 

第19条 乙は、甲が第１４条、第１５条及び第１７条の規定により解除権を行使したとき

は、甲の指定する期日までに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただ

し、甲が売買物件を原状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還

することができる。 

２ 乙は、前項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに当該

物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。 

３ 甲は、第１４条、第１５条及び第１７条の規定により解除権を行使したときは、収納済

みの売買代金を乙に返還する。ただし、当該返還金には、利息を付さない。 

４ 甲は、第１４条、第１５条及び第１７条の規定により解除権を行使したときは、乙が支

出した一切の費用は償還しない。 

 

（損害賠償） 

第20条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害

の賠償を請求することができる。 

 

（返還金の相殺） 

第21条 甲は、第１９条第３項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が前条に

定める損害賠償金を支払う義務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部と相殺す

る。 

 

（契約の費用） 

第22条 この契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。 

 

（疑義の決定） 

第23条  この契約に関して疑義があるとき、又はこの契約に定めのない事項については、甲、

乙協議の上、定めるものとする。 
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（裁判管轄） 

第24条 この契約に関する訴えの管轄は、愛知県庁の所在地を管轄区域とする名古屋地方裁

判所とする。 

この契約の証として本書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管する。 

 

 

 令和  年  月  日 

 甲 売渡人  名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 

                    愛 知 県 

                     代表者 愛知県知事  大 村 秀 章 

             乙 買受人  住所 

                    氏名 

 

 

（契約書に添付する資料） 

・地積測量図（p18～p23） 

・土砂災害警戒区域等の指定の公示に係る図書（p30、p31） 

・別紙「資料一覧」資料No.1～10（p32～p65） 
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入札の公告内容 

 

次のように県有財産（土地）を一般競争入札に付します。 

  令和８年１０月１５日 

                                                 愛知県知事 大 村 秀 章    

１ 入札に付する物件 

(1) 物件の明細 

所在及び地番 
土地 予定価格 

（最低売却価格） 地目 実測面積（㎡） 

瀬戸市上之山町二丁目184番1外3筆 宅地 26,927.88 188,770,000 円 

備考 1 予定価格は、当該物件における最低売却価格であり、予定価格未満での入札は無効とします。 

2 全て現況有姿での引き渡しになります。 

(2) 特記事項 

   売買契約の締結には、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和３９年愛知県条例第２９号）第３条の規定により、愛知県議会の議決が必要となります。 

２ 入札者に必要な資格 

(1) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３の規定に該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

(3) この公告の日から入札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排

除に関する合意書」（愛知県知事等・愛知県警察本部長、平成２４年６月２９日付け締結）に基づく

排除措置を受けていないこと。 

３ 入札心得書及び契約条項を示す場所及び日時 

(1) 場所 

愛知県総務局財務部財産管理課（愛知県庁本庁舎地下１階） 

(2) 日時 

令和８年１０月１５日（木）から令和８年１１月２０日（金）までの午前９時から午後５時まで（日曜日、

土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下、「休日」と

いう。）を除く。） 

４ 入札参加申込みの受付の場所及び日時 

入札に参加しようとする者は、事前に入札参加申込書等の提出が必要です。 

(1) 場所 

愛知県総務局財務部財産管理課（愛知県庁本庁舎地下１階） 

(2) 日時 

令和８年１０月２０日（火）から令和８年１１月２０日（金）までの午前９時から午後５時まで（日曜日、

土曜日及び休日を除く。） 

郵送による入札参加申込みの場合は、令和８年１１月２０日（金）午後５時必着 

５ 開示資料の提供申込みの受付の場所及び日時等 

  下記(1)の開示資料の提供を希望する者は、事前に、「開示資料提供申込書兼確約書」の提出が

必要です。 

(1) 開示資料 

   各種図面等（敷地造成の状況、残置物関係の抜粋）、地盤調査報告書、地盤解析報告書等を

記録した DVD-R 

(2) 場所 

愛知県総務局財務部財産管理課（愛知県庁本庁舎地下１階） 
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(3) 日時  

令和８年１０月２０日（火）から令和８年１１月２０日（金）までの午前９時から午後５時まで（日曜日、

土曜日及び休日を除く。） 

(4) 提供方法 

   適正な「開示資料提供申込書兼確約書」を電子メールで受理後、受渡日は別途調整とします。 

   E-mail：zaisan@pref.aichi.lg.jp 

６ 入札書の受付の場所及び日時 

  以下の場所、日時において、持参又は郵送により入札書を受け付けます。 

(1) 場所 

愛知県総務局財務部財産管理課（愛知県庁本庁舎地下１階） 

(2) 日時  

令和８年１２月９日（水）から令和８年１２月１５日（火）までの午前９時から午後５時まで 

郵送による入札の場合は、令和８年１２月１５日（火）午後５時必着 

７ 入札保証金 

入札に参加しようとする者は、入札参加申込受付後に県が発送する納付書により、入札金額の１００

分の５以上の金額の入札保証金を、入札書を提出するまでに指定金融機関等で納めなければなりませ

ん。 

８ 開札  

(1) 開札の場所 

愛知県自治センター１２階 会議室 E（名古屋市中区三の丸二丁目３－２）  

(2) 開札の日時 

令和８年１２月２４日（木）午前１０時 

９ 契約書の作成の要否 

  要 

10 入札の無効 

愛知県財務規則（昭和３９年愛知県規則第１０号）第１５２条の規定に該当する入札は、無効とします。 

11 代金支払方法 

納入通知書による一括納入とします。 

12 用途等の制限 

落札者は、議決の日から１０年間、売買物件を次の（1）（2）に定める用に供し、又はこれらの用に

供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し、若しくは売買物件を第三者に貸してはなりま

せん。 

（1） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規

定する暴力団の事務所その他これに類するもの 

（2） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項

に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業 

13 現地説明会の場所及び日時 

所在及び地番 場所 日時 

瀬戸市上之山町二丁目184番1外3筆 
物件 

現地  
令和８年１１月９日（月）午後１時３０分から 

  ※現地説明会への参加は任意ですが、参加には事前申し込みが必要です。 

   申込期間：令和８年１０月２０日（火）から令和８年１１月６日（金）午前９時から午後５時まで(日曜

日、土曜日及び休日を除く。) 
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    申 込 先：愛知県総務局財務部財産管理課（愛知県庁本庁舎地下 1 階） 

  ※申込みがなかった場合は、現地説明会を実施しません。 

14 その他 

「県有財産一般競争入札のしおり」に記載されている県有財産売買仮契約書（案）を始め、売払い

の詳細を確認のうえ、入札してください。「県有財産一般競争入札のしおり」は、３(1)の場所で３(2)の

期間配布します。 

15 問い合わせ先 

愛知県総務局財務部財産管理課（愛知県庁本庁舎地下 1 階 052-954-6056） 
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入 札 の ご 案 内 

１ 入札参加申込の受付 

（１）申込期間 

   令和８年１０月２０日（火）から令和８年１１月２０日（金）午後５時まで 

（２）場所 

   愛知県総務局財務部財産管理課（愛知県庁本庁舎地下１階） 

２ 入札書の受付 

（１）入札期間 

   令和８年１２月９日（水）から令和８年１２月１５日（火）まで 

（２）場所 

   愛知県総務局財務部財産管理課（愛知県庁本庁舎地下１階） 

（３）入札保証金 

   入札参加申込受付後に県が発送する納付書により、入札金額の１００分の５以上の金額

の入札保証金を、入札書を提出するまでに指定金融機関等で納付 

３ 開札 

（１）日時 

   令和８年１２月２４日（木） 午前１０時（入札者の立会は任意です） 

（２）会場 

   愛知県自治センター １２階 会議室Ｅ 

（３）住所 

   名古屋市中区三の丸二丁目３－２ 

（名古屋市営地下鉄「名古屋城」駅下車 ５番出口より西へ２分） 

（４）電話 

   ０５２－９５４－６０５６（財産管理課ダイヤルイン） 

会場案内図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(お断り) 駐車場に限りがあり、駐車できない場合がありますので、出来る限り地下鉄、バス等の公共交通機

関をご利用ください。 
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